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はしがき

■「データ×経済理論」で反実仮想を描く

新商品を導入する際、企業はどう価格付けをすべきだろうか？
事業拡大を進める際、企業はどの市場に参入すべきだろうか？

これらはビジネスの現場でよく直面する重要な問いである。しかし、簡単に
答えが出せるような問題ではないと感じる人が多いのではないだろうか。とい
うのも、1つ目の問いは、まず新商品導入による消費者行動の変化を捉えること
が必要となるが、それに加えて、自社だけでなく競合他社の価格付けの変化も
読まなければならないかもしれない。また 2つ目の問いは、自社が新たに参入
を考える市場の売上見込みなどを考慮する必要があるのはもちろん、競合企業
の参入戦略をふまえて、どう参入すべきか、あるいは、参入自体を見合わせる
べきか否かも考えなければならないかもしれない。このように、考慮すべきポ
イントが非常に多く、何から手を付けてよいか必ずしも明らかではないからだ。
ビジネスで直面するこうした複雑な要素が絡み合った状況で、未実施の施策

の影響を定量化して評価するためには、仮にその施策が行われた場合にどうな
るかを想定した「反実仮想分析」が必要となる。その際に有用となるのが、経済
理論を活用したデータ分析である。これが、この本の内容の核となるテーマだ。
筆者 4人がこの本を執筆しようと考えたのは、経済学の「実証産業組織論」と

呼ばれる分野において、この 30年ほどで急速に開発されてきた反実仮想分析を
可能とする一連のツール群を、より多くの人にわかりやすく届けたいという思
いからである。詳しくは第 1章で触れるが、われわれはこのツール群を「実証
ビジネス・エコノミクス」と呼んでいる。
この「実証ビジネス・エコノミクス」は、アカデミックな研究だけでなく、
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ビジネス戦略や政策 (特に競争政策などの企業の意思決定に影響を与える政策)
の立案・評価にも極めて有用である。事実、ビジネスの現場でこれらのツール群
や後述する因果推論の手法の有用性にいち早く気が付いたAmazonをはじめと
する米国のテック企業は、2010年代からミクロ経済学者を多数雇用し始めた。
日本でもこの流れを受け、一部のテック企業が経済学者を採用し始めた。そし
て、東京大学は 2020年に東京大学エコノミックコンサルティング株式会社を
設立し、企業や官庁向けにこれらのツール群を用いたコンサルティングを開始
した。筆者 4人も、アカデミックな研究に従事するだけでなく、企業や政府と
の共同研究や、東京大学エコノミックコンサルティング株式会社の案件で、こ
れらのツール群を活用して反実仮想分析を行い、企業のビジネスや政府の政策
に関する意思決定をサポートしてきた。
しかし残念なことに、これまでは、われわれが「実証ビジネス・エコノミク

ス」と呼ぶツール群の具体的なモデルや推定手法を体系的にまとめ、丁寧に解
説した書籍は存在しなかった。そのため、これらの手法を身に付けたいと思う
人の多くは、大学院の授業で論文を読み、コンピュータでコードを書きながら
実地で身に付けるしかなかった。本書は、そうした実証ビジネス・エコノミク
スのツール群を整理し、初学者はもちろん、実務でデータ分析に取り組む方々
にも手に取りやすい形で提供することを目的としている。

■ 経済学における 2つの実証分析アプローチ

経済学における実証分析のアプローチは、大きく 2つに分けられる。1つは
経済理論を前提においた「構造推定アプローチ」、もう 1つは経済理論は用い
ずに統計的手法によって変数間の関係を推定する「因果推論アプローチ」であ
る。近年、どちらのアプローチもビジネスや政策の現場で活用されており、特
に後者の因果推論アプローチに関しては、すでに入門書から専門書まで幅広い
層に向けた書籍が多く出版されている。「A/Bテスト (ランダム化比較実験)」
「回帰不連続デザイン」「差の差法」といった手法を耳にしたことのある読者は
少なくないのではないだろうか。これら因果推論アプローチの手法は、実際に
行われた施策の効果を過去の観察データから因果的に捉えるために非常に有効
である。しかし、現実に実験ができる環境は実際のところ限られており、未実
施の施策の影響を測るには制約が多い。
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本書では、前者の構造推定アプローチを取り上げる。この手法では、経済理
論を用いて消費者や企業の直面するインセンティブ構造と意思決定をモデル化
し、実際のデータを使ってその構造モデルを推定する。消費者については、そ
の選好を効用関数で表し、消費者の行動を効用最大化問題として記述したうえ
で、このパラメターを推定する。企業については、その行動を利潤最大化問題
として記述し、価格設定や製品戦略や広告などの意思決定がどのような利潤構
造に基づいてなされているのかを推定する。さらに、税制 (エコカー減税や酒
税) や規制 (酒類や医薬品の取り扱い免許を含む出店・販売規制や企業結合規
制) といった企業にとって外的な要因も、ビジネス上の意思決定に影響を与え
る要素として理論モデルに組み込んで分析することができる。
構造推定の最大の強みは、こうした理論モデルを用いることで、見えないも

の見ようとする反実仮想的な分析を行うことができる点——すなわち「もし別
の政策や施策がとられていたらどうなっていたか？」という問いに答えられる
点——にある。たとえば、新商品の価格戦略や税制度の変更のように、現実に
は事前に実験できないようなケースを考えてみよう。このような場合でも、市
場を描写する理論モデルを構築・推定し、異なる施策や制度を想定したシミュ
レーション分析を通じて、消費者や企業の行動変化を予測することができる。
これは、ビジネス上の制約や倫理面での理由などから A/Bテストなどの実験
が困難な場面において、有用なアプローチとなる。

■ 本書の構成と読み方

本書では、主にビジネス上の課題への応用を想定した構造推定アプローチの
アイデアと手法、すなわち「実証ビジネス・エコノミクス」のツール群につい
て、基礎から順に積み上げながら解説していく。まず、離散選択問題から始め、
続いてその応用として消費者の需要推定を解説したうえで、単一の主体 (シン
グルエージェント)の時間を通じた動学的な意思決定、静学ゲーム、そして最後
に動学ゲームの推定を扱う。
本書の読み進めるうえでは、すべての章の議論が離散選択問題を発展させた

形にとなるため、まずはイントロダクションである第 I部の第 1章と、第 2章
で導入する離散選択問題の基本的な部分から読み始めると理解しやすいだろう。
その後の第 II部の需要推定、第 III部の動学的なシングルエージェントの意思



iv

決定、第 IV部の静学ゲームについては、それぞれが独立した構成となってい
るため、関心の高い部から読み進めることができる。ただし、各部の中は基礎
な内容を解説する章から発展的な内容を扱った章へと進むため、章の順番通り
に読んでいくとよいだろう。また、第 V部の動学ゲームについては、第 III部
および第 IV部の第 9章の内容をもとにして議論が進むため、この 2つの部を
先に読むことをお勧めする。
本編が始まる第 2章以降のすべての章は、実際のビジネスで直面するさまざ

まな問題と、新米コンサルタントである「あなた」がその解決に向けて実証ビジ
ネス・エコノミクスのツール群を駆使して奮闘するシーンを描いたストーリー
からスタートする形で構成している。分析手法の詳細は本文で分析の実践例と
ともにじっくり解説するが、どのような問題を対象とし、どのように分析してい
くことができるのかは、各章の冒頭とむすび、および随所に配置されたストー
リー部分を読むだけでも理解できるように工夫している。
加えて、各章で導入する分析の実践例は、これらを再現するためのデータ

とコードを本書のサポート GitHub (https://github.com/keisemi/empirical_

business_economics)で提供している。実際に手を動かしてコーディングするこ
とで初めて理解が明確になる部分も多いので、本書の解説とあわせて、ぜひコー
ディングにもチャレンジしてみてほしい。さらに、本書の本文では触れていな
いテクニカルな解説も、サポートGitHubでウェブ付録として公開しているの
で、必要に応じて参照していただきたい。

■ 前提知識

本書の主な読者は、データを用いて企業や消費者の行動を分析することに関
心を持つ大学学部生や大学院生、研究者、実際に企業内部でさまざまなデータを
用いて価格戦略やマーケティング等の分析に従事するデータ・サイエンティス
ト、競争当局をはじめ政府や公的部門で政策的な分析を行う政策エコノミスト
などを想定している。もちろんそれ以外にも、幅広い関心を持つ方に手にとっ
ていただければ著者としては嬉しく思う。
本書を読み進めるための前提知識として、ミクロ経済学とゲーム理論に関して

は、神取 (2014)やギボンズ (2020)を読了し、間接効用関数やベイジアン・ナッ
シュ均衡などの基本的な概念を理解していることを想定している。計量経済学



はしがき v

に関しては、線形モデルに関する計量経済学 (線形回帰モデル、操作変数法、2
段階最小 2乗法) および一般化モーメント法、最尤推定法などの非線形モデルの
推定方法に関する理解が前提となる。不安がある読者は、西山他 (2019)や末石
(2015)を参照しながら本書を読み進めていくとよいだろう。産業組織論に関し
ては、特に前提知識は不要であり、必要に応じて本書の中で説明を加えている。
参考になる産業組織理論の教科書としては、学部レベルでは花薗 (2018)、小田
切 (2019)、明城・大西 (2022)、石橋 (2021)、大学院レベルでは Tirole (1988)
や Vives (2000)が挙げられる。
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第 章

実証ビジネス・エコノミクスとは

実証ビジネス・エコノミクス？

1.1.1 ビジネスと実証ミクロ経済学の出会い

経済学は抽象的で役に立たない。その代表格だと思われてきたのは、ミクロ
経済学だろう。もちろん、役に立つかどうかとその学問の重要性は無関係だ。
しかし、一般には役に立たないと思われてきた一方で、ミクロ経済学者たちは
ミクロ経済学が現実の経済の理解に直接的に役に立つ道具だと信じて研究を続
けてきた。
ミクロ経済学を通して現実を理解する際の根本にある概念である顕示選好 (re-

vealed preference)」という考え方に基づけば、「役に立つのであれば実際にそ
の道具は選ばれて使われるが、役に立たないのであれば選ばれず使われない」
といえる。つまり、実際に使われているのであれば、役に立つといえるだろう。
では実際に、ミクロ経済学はどこかで使われているだろうか？

2000年代くらいまでは、「ビジネスに役に立つ経済学」といえばマクロ経済
学とファイナンスの独壇場だった。経済学の博士号を取得して民間企業で働く
人の多くはコンサルティングファームや証券会社、中央銀行、ヘッジファンド
に所属しており、その主な業務はマクロ経済モデルを用いた景気予測や、資産
価格モデルを用いた金融商品の価格付けだった。
この状況が劇的に変化したのは、2010 年代以降のことだ。このわずか十数

年の間に、実証分析を得意とする多くのミクロ経済学者が IT企業、いわゆる
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図 1.1 アメリカ・トップ 10大学の経済学博士の業種別進路 (%)

2013
0
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30
(%)
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ファイナンス
企業

ファイナンス
企業 その他

テック
企業

コンサルティング企業

18 19 20 21 22（年）

注 のランキングにおけるアメリカのトップ 大学
経済学博士課程が対象。

出所
より作成。

「テック企業」で活躍するようになったのだ。2010年代は、まさに「テック企
業がミクロ経済学を発見した 10年」であった。図 1.1は、アメリカのあるラン
キングにおいてトップ 10に入る大学の経済学博士課程の卒業生たちが、どのよ
うな業種の民間企業に就職しているかの割合を示している。これを見ると、特
に 2013年時点では大半がコンサルティング企業とファイナンス企業であった
が、当初はほぼゼロだったテック企業の割合が徐々に増加し、2022年時点では
その半数近くを占めるまでに上昇している。
それでは、具体的にどんなテック企業で働いているのだろうか？ 表 1.1は、

Athey and Luca (2019) に基づく 2020年時点での経済学者チームを持つテッ
ク企業のリストだ。上武 (2020)によれば、Amazon.comではこの時点ですで
に数百人を超す経済学者が働いており、Uberや Netflix等でも数十人規模の経
済学者チームが存在しているという。これらの企業のうち、2010 年時点で経
済学者を雇用していたのはGoogleや eBayなどごく少数だけであった。また、
このリストからわかるように、米国の企業だけではなく、Alibaba (阿里巴巴集
団) やライドシェアの Didi (滴滴出行) といった中国のテック企業も、経済学
者チームを近年抱えるようになっている。これらのシーンで活用される経済学
は、近年大きく発展してきた実証ミクロ経済学 (empirical microeconomics)と
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表 1.1 経済学者を雇用するテック企業

企業名 国 カテゴリー 企業名 国 カテゴリー
Airbnb 米国 民泊 JD 中国 Eコマース
Alibaba 中国 Eコマース Lyft 米国 ライドシェア
Amazon 米国 Eコマース Microsoft 米国 広告
Coursera 米国 教育 Netflix 米国 映画、ドラマ
CVS 米国 医薬品小売 Pandora 米国 音楽
DidiChuxing 中国 ライドシェア Quantco 米国 コンサルティング
eBay 米国 Eコマース Trulia 米国 不動産
Facebook 米国 SNS Uber 米国 ライドシェア
Ford 米国 自動車 Upwork 米国 クラウドソース
Glassdoor 米国 口コミサイト Via 米国 ライドシェア
GM 米国 自動車 Walmart 米国 小売
Google 米国 広告、検索 WayFair 米国 家具
Groupon 米国 Eコマース Yelp 米国 口コミサイト
IBM 米国 コンピューター Zillow 米国 不動産
Indeed 米国 転職

(出所) Athey and Luca (2019) の Table1 をもとに上武 (2020) が作成。

呼ばれるアプローチである。
では、こうした民間企業で働く経済学者たちが実際に使っている道具立てと

は、どんなものなのだろうか？ この本では、この実証ミクロ経済学、特にわれ
われが「実証ビジネス・エコノミクス」と呼ぶ道具について説明していく。

1.1.2 ビジネスを対象とする実証分析

この本は「実証ビジネス・エコノミクス」という、経済学に詳しい人には (そ
しておそらく経済学に詳しくない人にも) 不思議なタイトルになっている。経
済学に詳しい人の中には、「ビジネス・エコノミクスなどという分野はない」と
考える人もいるだろう。この本では、ビジネスの意思決定に関するミクロ経済
学、特に「産業組織論」と呼ばれる消費者や企業の行動を分析する道具立ての中
でも、データを用いて実証的に分析を行うものを総称して、実証ビジネス・エコ
ノミクス (empirical business economics)と呼んでいる。経済学にはあまりな
じみがないけれどもビジネス・データを分析するデータ・サイエンティストの
方々や、他分野の学生・研究者の方々にも興味を持ってもらえればと思い、筆
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者 4人でこのように呼ぶこととした。なお、この本では経営戦略やマーケティ
ングのトピックを中心に扱うが、人事や組織の分野でも経済学による分析が盛
んに行われている ）。
実際の中身は実証産業組織論という分野で開発されてきた道具立てだ。分析の

対象をビジネスに置き、そのための道具を開発してきた「産業組織論」(industrial
organization、通称 IO。時に産業経済学〔industrial economics〕と呼ばれる
こともある) の中でも、データを用いて実証的に分析するのが実証産業組織論
(empirical industrial organization; 以下、「実証 IO」) だ。
実証 IOで開発されてきたビジネスを分析するための道具は、実際にビジネス

で利用される実証分析の道具でもある。IOは消費者と企業の行動を分析し、産
業について考察し、政策や規制が企業や消費者にどのように影響するかを研究
する分野だ。IOでは価格付け (差別化された財の価格付け、価格カルテル、抱
き合わせ販売、サブスクリプションや後述するダイナミック・プライシングな
ど、さまざまなトピックがある) 、参入・退出、生産性、投資、研究開発 (R&D)
、合併・買収といった企業行動のさまざまな側面が分析されてきた。近年では、
理論研究から得られた知見を実際の産業・ビジネスに応用する形での実証分析
が非常に盛んになっている。
実証 IOでは、構造推定 (structural estimation) アプローチと呼ばれる方法

が中心的な方法として用いられる。この本に登場する道具立ても、すべてこの
構造推定アプローチに基づく。実際、Amazon.comのチーフエコノミストを長
らく務めた Patrick Bajariを始め、ビジネスや政策の実務に関わる経済学者の
多くが構造推定アプローチを専門とする実証 IOの研究者だ。では、この構造
推定アプローチとはどのようなアプローチなのか。
構造推定アプローチの「構造」とは、ミクロ経済学モデルの「構造」を意味し

ている。データをそのまま用いるのではなく、分析者が想定する経済主体のイ
ンセンティブ構造や技術的な制約をミクロ経済学モデルとして記述したうえで、
そのモデルをデータから推定するのが構造推定アプローチだ。たとえば、第 8
章と第 9章では企業の新規市場への参入について分析するために、「企業の新規

）企業組織や人事を対象とした実証分析に関しては大湾 (2017) を、理論分析については伊藤
他 (2019) を参照されたい。
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市場への参入に関するゲーム理論モデル」を構築したうえで、企業の参入イン
センティブを考慮するためにその利潤関数のパラメターを推定している。同様
に、第 3章と第 4章では需要モデルを構築したうえで、消費者のインセンティ
ブを考慮するために効用関数のパラメターを推定している。
構造推定アプローチの大きな利点は、このようなインセンティブ構造を記述

したモデルを推定することで、ビジネス戦略や政府の政策などが変更された場
合に消費者や企業がどのように反応するかを考える反実仮想シミュレーション
(counterfactual simulation) を行えることである。
当然ながら、これだけの説明ではそのイメージがまったく湧かないかもしれ

ない。具体的なモデルとその推定方法は、この本の各章で異なるタイプのモデ
ルを用いてじっくり説明していくことにしよう。

本書が目指すもの

筆者 4人がこの本を書こうと思った最大の理由は、研究にもビジネスにも、
そして政策 (特に競争政策) にも有用な実証 IOの道具立てについて、具体的な
応用例とともに学べるようなものを、より多くの方々に届けたいと考えたから
だ。これまで、実際にモデルを推定するための具体的な手続きをわかりやすく
説明している教科書はほとんど見られなかった。これは、実証 IOの道具を学
ぶには大学院の授業で論文を読みながらコンピュータでコードを書いて身に付
けていくというのが標準的なトレーニング方法だったからだ。
この本では、各トピックで用いられる標準的なモデルを、実際にコードを書

いて推定することを想定しながら解説することで、大学院の授業で標準的なト
レーニングを受けなくても独学で構造推定の手法を学ぶことができるような環
境を提供する。それにより、経済学、特に実証 IOの道具立てをビジネスや政
策の現場で活用してもらいたいと、筆者らは考えている。実際に各章で用いた
コードやデータ、その他の補足説明などの資料は、この本のサポート GitHub
(https://github.com/keisemi/empirical_business_economics) で提供している
ので、ぜひ各章の解説を読み進めながら利用してほしい。
また、「経済学以外のバックグラウンドでデータ分析をしている方々に経済
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学的な構造推定のアプローチを具体的に伝えたい」というのも、筆者 4人の意
図するところだ。ランダム化比較実験 (ビジネスでは「A/Bテスト」と呼ばれ
る) やマッチング法など、計量経済学において発展してきた、いわゆる因果推
論 (causal inference)アプローチは、今ではビジネス・データ分析において幅
広く活用されている ）。この手法は、背後にある変数間の関係 (構造) について
は立ち入らず、「ある施策X があるアウトカム Y に与えた影響」を極力シンプ
ルな形で切り出す手法といえよう。しかしながら、因果推論アプローチは「構
造」まで踏み込まないがゆえに、経済主体のインセンティブ構造を記述するこ
とが難しく、企業－消費者や企業間の戦略的相互依存関係、あるいは動学的関
係を扱うことが非常に難しいという側面を持つ。当然ながらこれらの戦略的・
動学的要素は実際のビジネスの現場における意思決定において非常に重要とな
るものであろう。
これに対して、構造推定アプローチでは、データの背後にある消費者・企業

のインセンティブ構造に踏み込んだうえでデータ分析を行う。その結果、イン
センティブ構造に変化を与えるような「まだ実行されていない施策X がアウト
カム Y に与える影響」を評価するための反実仮想シミュレーションを行うこと
ができる。ビジネス・政策課題を分析するうえで、因果推論手法を補完する非
常に強力なツールといえよう。この本を通じて、「ミクロ経済学」と「データ分
析」を融合した、「構造推定の力」を感じ取ってもらえれば幸いである。

本書の構成

実証 IOでは主に 1990年代から 2010年代にかけて、さまざまなビジネスシー
ンに対応するモデルとその推定手法が開発されてきた。この本では、その中で
も汎用性が高く、比較的すぐにビジネスでも活用できると思われる 4つの手法
について、その応用例を紹介しながら詳しく見ていくことにする。その手法と

）因果推論アプローチの入門書としては伊藤 (2017)、またビジネスへの応用を取り上げてい
る文献としてタディ (2020) や安井 (2020)、より発展的な内容の書類としては川口・澤田
(2024) が挙げられる。
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は、以下の 4つだ ）。

● (差別化された財の) 需要推定
● 経済主体単体での時間を通じた意思決定モデルの推定
● 静学ゲームの推定
● 動学ゲームの推定

これにあわせて、この本も第 I部のイントロダクションの後は、第 II部から
第 V部までの大きく 4つのパートで構成されている。第 I部の第 2章では、本
書を通じて用いる離散選択モデルを、アンケート調査の事例とともに基礎から
丁寧に説明する。そのうえで、第 II部以降では、まず分析手法の基礎を提供し
たうえで、実際にどのような問題解決に活用できるかを、応用事例を通じて解
説する。ここではその導入として、各手法がどのような場面で用いられるかを
イメージしやすくするため、それぞれ少しだけ紹介しておこう。

■ (差別化された財の) 需要推定

企業が直面する課題の中でおそらく最も重要な問いは、ある財やサービスに
「どのような価格を設定すればよいか」ということであろう。たとえば、もしあ
なたが新しい商品を開発し、それを売り出そうとする際に、どのような価格を
設定するだろうか。おそらく、まずは類似の商品がないか、あるならどのよう
な企業がそれを販売しているかを調べ、ライバル商品の価格を参考にしつつ、
どの程度の価格を設定するとどの程度売れるかを予想し、利潤を最大化するよ
うな価格を選ぶのではないだろうか。このときに一番重要な情報は「どの程度
の価格を設定したら、どの程度販売できるか」であり、これはまさに経済学で
いうところの需要関数 (demand function)である。つまり、企業にとって最も
重要な課題である利潤を最大化するような価格を選ぶためには、需要関数を推
定する必要がある。そのため、第 II部ではまず、「(差別化された財の) 需要推

）この本ではカバーできないその他の主要な手法としては、たとえば生産関数の推定やオーク
ション・モデルの推定がある。生産関数の推定については Ackerberg et al. (2007) の第 2
節や中村 (2014)、De Loecker and Syverson (2021) を、オークション・モデルの推定に
ついては Hendricks and Porter (2007)、Hortaçsu and Perrigne (2021) や Athey and
Haile (2007) などを参照してほしい。
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定」について取り上げる。
需要関数は、誰のどのような行動から推定されるものだろうか。それは、消費

者の購買行動である。たとえば、あなたが牛乳を買おうとスーパーマーケット
に行った際に、ある食品メーカーのブランド牛乳Aが 310円、スーパーのプラ
イベート・ブランド牛乳 Bが 200円で販売されていたとしよう。あなたなら、
どちらを購入するだろうか。安さに魅力を感じて牛乳 Bを選ぶだろうか、それ
とも、価格はあまり気にせず牛乳 Aを選ぶだろうか。もし牛乳 Bが 240円に
なったらどうだろうか。このように、需要関数の背後には消費者 1人ひとりの
選択があり、そのような消費者の効用最大化問題に立ち戻り需要関数を推定す
るのが、構造推定のアプローチである。
このようにして得られた需要関数には、企業の価格戦略やマーケティングの

観点からの用途もあるが、日本の公正取引委員会を含む各国の競争当局が合併
の影響をシミュレートし審査する際にも用いられることがある ）。たとえば、互
いに似たような自動車を製造・販売している巨大な自動車メーカー Aと Bが
合併しようとした場合、競争当局は認めるべきだろうか。このような状況では、
合併後にどのような価格が実現するかを考える必要がある。定性的には、今ま
ではライバル企業が安くしてくる可能性を考慮して低い価格を設定せざるをえ
なかったかもしれないが、合併後にはライバルが (少なくとも 1社は) 減るた
め、今までよりも高い価格になると予想される。推定された需要関数を用いれ
ば、ライバルが減ったときの新たな均衡を反実仮想シミュレーションで求める
ことができ、定量的な評価も可能になる。そして、もし合併後の企業の市場支
配力があまりに高くなりすぎる (消費者余剰が毀損される) ようであれば、当局
はそのような合併を認めないだろう。

■ 経済主体単体での時間を通じた意思決定モデルの推定

続く第 III部では現在だけではなく、将来に何が起きるかも考慮したうえで
意思決定をする消費者や企業について考える。経済学では、そのような問題を
動学的意思決定問題 (dynamic decision-making) と呼ぶ。動学的意思決定と書
くと現実感のないことのように聞こえるかもしれないが、われわれ消費者は日

）ただし、実際の政策現場では時間的な制約から、より簡便な手法が用いられることも多い。
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常的に、将来のことを考慮して動学的な意思決定をしている。たとえば、次の
旅行のために航空券を購入するとしよう。航空券の価格は、企業が需要と供給
の状況にあわせて動学的に価格を設定するダイナミック・プライシングにより
日々変動し、通常は出発日が近付くにつれて高くなっていく。消費者は当然な
るべく安い価格で買いたいと考えるだろうが、今日の時点で明日の価格は正確
にはわからない。そのため、自分の予想する明日の価格と現在の価格を比べる
だろう。また、もし今日買わないと、同じ座席は明日には他の客にとられて買
えなくなってしまうかもしれない。つまり、消費者は将来を考えながら購入の
意思決定をしている。
このようなときに役立つのが動的計画法 (dynamic programming)と呼ばれ

る方法である。消費者や企業の動学的意思決定問題を、動的計画法を用いてモ
デルに落とし込むことにより、データから構造パラメターを推定することがで
きる。第 III部では将来のことを考えながら自動車の買い替えを検討している
消費者の行動と、そのことを織り込んだ新車販売のダイナミックなプライシン
グの文脈での Everyday Low Price (EDLP; 常に一定の価格にする戦略)のプ
ライシングの反実仮想分析を例として手法を提示している。

■ 静学ゲームの推定

第 IV部では、経済主体が他の経済主体の行動を考えて戦略的に行動すると
いうゲーム理論的な状況における分析である静学ゲーム (static game)の推定を
考える。具体的な例として、価格設定と並んで企業が直面する大きな課題の 1
つである、「ある市場、もしくは、ある分野に参入するか否か」という意思決定
の問題を題材として、第 8章と第 9章では議論を進める。たとえば、航空会社
が新たな路線を就航させるか否か、スーパーマーケットが新しい土地に開店す
るか否か (開店するのであればどこに開店するのか) 、病院が新たな高額医療機
器 (たとえばMRIなど) を導入して画像診断分野のサービスに参入するかなど
が、ここで考える企業の意思決定問題である。他にも、企業の競争戦略で重要
な「ポジショニング」の選択もこのような問題に含まれるだろう。
このような参入の意思決定を考えるうえで難しいのは、参入を考えている市

場の特性 (人口の規模や成長率など) だけでなく、ライバル企業との戦略的相互
依存関係も同時に考慮しなければならない点である。たとえば、新たな路線で
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の就航の意思決定は、他社が現在その路線に就航しているか (または同じタイ
ミングで就航させる可能性があるか) などにも依存しているし、ある地域にコ
ンビニエンス・ストアが出店するか否かは、おそらく他のチェーンが何店舗す
でに営業しているかにも依存するだろう。第 8章では情報が完備な場合、第 9
章では情報が不完備な場合について、こうしたゲーム理論的状況にある企業の
行動から、企業の参入に関わる費用と利潤関数を推定する方法を議論する。さ
らに、推定されたモデルを用いて、市場の外部環境が変化したときに、企業の
参入に関する意思決定が新しい均衡でどのように変化し、どのような競争的環
境になるかをシミュレートする。

■ 動学ゲームの推定

第 V部では第 IV部で議論するゲーム理論的な状況において、第 III部で検
討する動学的な意思決定も加えて考慮する動学ゲーム (dynamic game)の推定
を扱う。企業間の競争を考えると、すべての企業はその年の業績だけを考えて
行動するのではなく、ライバルとの将来の競争を考えて意思決定を行っている。
どのような研究開発 (R&D) にどの程度の金額の投資をするのか、どのような
工場をどのロケーションにどのような規模で建設するのか、これらは企業間の
動学ゲームの問題と考えることができる。
第V部ではハンバーガーチェーンのマネジャーの新たな出店計画を例にとっ

て動学ゲームの推定を議論する。マネジャーとしては需要の多そうな地域に出
店したいと考えるが、もしかしたらライバル企業も同様に考えており、結果と
して近接地域に出店してしまい、競争が激化してしまうかもしれない。しかし、
先に出店してしまえばライバル企業は出店を諦める可能性もあるだろう。一方
で同地域にはすでに自社が出店しており、同じ地域にさらに出店すると同チェー
ン内でカニバリゼーション (共食い) を起こしてしまうかもしれない。このよ
うな問題を考える際には、現在の出店の意思決定が自社だけではなくライバル
企業の将来の意思決定に与える影響を考慮しなければならない。動学ゲームを
推定することでこれらさまざまな効果を推定するとともに、反実仮想として高
級路線に転換した場合や新商品を導入した場合の効果をシミュレートすること
ができる。
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■ アルファベット
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BBL (Bajari, Benkard, and Levin)
251, 258, 264

Berry インバージョン (Berry inversion)
59, 60, 78, 88, 155

BLP (Berry, Levinsohn, and Pakes)
58, 86, 252

CCP(conditional choice probability) →
条件付き選択確率

EDLP(Everyday Low Price) 10, 123,
152, 165

GMM (generalized method of moments)
→ 一般化モーメント法

HHI (Herfindahl-Hirschmann Index) →
ハーフィンダール・ハーシュマン指数

Hotz and Miller インバージョン (Hotz and
Miller inversion) 155

IIA (independence of irrelevant
alternatives) → 無関係な選択肢からの独
立性

K 段階方策反復推定量 (K -stage policy
iteration estimator) 163

MLE (maximum likelihood estimation)
→ 最尤推定

P-SD (Pesendorfer and Schmidt-Dengler)
252, 255, 258

SML (simulated maximum likelihood
estimation) → シミュレーションに基づく
最尤推定法

UPP (upward pricing pressure) → 価格上
昇圧力

WTP (willingness-to-pay) → 支払意思額
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赤バス・青バス問題 (red bus/blue bus

problem) 75
異質性 (heterogeneity) 187, 196
逸脱 (perturbation) 262
一般化モーメント法 (generalized method of

moments: GMM) 87
入れ子型ロジット・モデル (nested logit

model) 76, 77, 81
入れ子疑似尤度アルゴリズム (nested

pseudo-likelihood algorithm) 252,
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入れ子不動点アルゴリズム (nested fixed-point
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因果推論 (causal inference) 7
インサイド・グッズ (inside goods) 55
インサイド・シェア (inside share) 78
オイラーの定数 (Euler’s constant) 46,

137
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価格上昇圧力 (upward pricing pressure:
UPP) 109
価格弾力性 (price elasticity) 56
価値関数 (value function) 132
　事前の——(ex-ante value function)

135, 153, 156, 241
　選択肢ごとの——(choice-specific value

function) 136, 241
価値関数反復法 (value function iteration)
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140
合併シミュレーション (merger simulation)

102, 103, 108
カニバリゼーション (cannibalization) 21,

52, 97, 108
間接効用関数 (indirect utility function)

113, 118
完備情報 (complete information) 179,

212, 213
ガンベル分布 (Gumbel distribution) → 第

I 種極値分布
疑似データ 232, 244, 248
疑似尤度 (quasi-likelihood) 163
基準化 (normalization) 23
共有知識 (common knowledge) 215
クールノー競争 (Cournot competition)

105
ゲーム的状況 (strategic situation) 176
ゲーム理論 (game theory) 10
　——モデルの推定 180
欠落変数バイアス (omitted-variable bias)

67
限界費用 (marginal cost) 105
顕示選好 (revealed preference) 2, 22
　——データ (revealed preference data)

26
交差価格弾力性 (cross-price elasticity)

56, 71, 86
構造推定 (structural estimation) 5, 9, 22
考慮集合モデル (consideration set model)

57
顧客収奪効果 (business-stealing effect)

215, 236
コスト・シフター (cost shifter) 65
固定効果 (fixed effect) 64, 183
固定費用 (fixed cost) 106
コントロール変数 (control variable) 127

　
■ さ　行

サーチ・モデル (search model) 16
最尤推定 (maximum likelihood estimation:

MLE) 25
　シミュレーションに基づく——(simulated

maximum likelihood estimation: SML)
36, 209

先駆け (preemption) 231

サブゲーム完全均衡 (subgame-perfect Nash
equilibrium) 197

差別化財 (differentiated goods) 51
産業組織論 (industrial organization) 5
参入閾値 (entry threshold) 194
参入阻止 (entry deterrence) 231
参入・退出モデル (entry/exit model) 176
識別 (identification) 22
次元の呪い (curse of dimensionality)

153, 252
自己価格弾力性 (own price elasticity) 51,

56
次数条件 (order condition) 88
実証産業組織論 (empirical industrial

organization) 5
実証ビジネス・エコノミクス (empirical

business economics) 4
実証ミクロ経済学 (empirical

microeconomics) 3
支払意思額 (willingness-to-pay: WTP)

31
終末行動 (terminal action) 158
縮小写像アルゴリズム (contraction mapping

algorithm) 90, 94
需要関数 (demand function) 8, 9
需要シフター (demand shifter) 186
需要の先食い (pull forward demand) 168
条件付き選択確率 (conditional choice

probability: CCP) 137, 238
条件付き独立性 (conditional independence)

135
状態空間 (state space) 141
状態変数 (state variable) 127, 215
消費者余剰 (consumer surplus) 113
シングルエージェント動学モデル (single-agent

dynamic model) 123, 127
信念 (belief) 217
スケール基準化 (scale normalization) 24,

198
スケール・パラメター (scale parameter)

46
静学ゲーム (static game) 10
線形パラメター (linear parameter) 85, 91
選好ショック (preference shock) 17, 18
潜在的参入企業 (potential entrants) 183
選択型コンジョイント分析 (choice-based

conjoint analysis) 27, 43
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前方シミュレーション (forward simulation)
160, 259

戦略的相互依存関係 (strategic interaction)
105, 176

操作変数 (instrumental variable) 64, 67
BLP——(BLP instrumental variable)
66, 79
Hausman-Nevo——(Hausman-Nevo
instrumental variable) 66
差別化——(differentiation instrumental
variable) 66

　弱——(weak instrumental variable)
65, 68

属性 (characteristics) 16

　
■ た　行

第 I 種極値分布 (type I extreme value
distribution) 19, 45

第 3 種価格差別 (third-degree price
discrimination) 104

代替性 (substitutability) 52, 77
多項プロビット・モデル (multinomial probit

model) 20
多項ロジット・モデル (multinomial logit

model) 19, 54
多重共線性 23
転換率 (diversion rate) 108
点識別 (point identification) 22
動学ゲーム (dynamic game) 11, 231–233
動学的意思決定 (dynamic decision-making)

9
動学的最適化 (dynamic optimization)

125
等価変分 (equivalent variation) 114
同質財 (homogeneous goods) 51
同質性 (homogeneity) 187
動的計画法 (dynamic programming) 10,

123, 125, 127
特性アプローチ (characteristics approach)

53
共食い → カニバリゼーション

　
■ な　行

内生性問題 (endogeneity problem) 62,
64

ナッシュ均衡 (Nash equilibrium) 106,
179
二項選択モデル (binary choice model) 18
2 段階推定法 (two-step estimation) 161,

219
2 段階推定量 (two-step estimator) 152

　
■ は　行

ハーフィンダール・ハーシュマン指数
(Herfindahl-Hirschmann Index：HHI)
101
反実仮想シミュレーション (counterfactual

simulation) 6, 21, 103
非線形パラメター 85, 91
費用シフター (cost shifter) 186
表明選好データ (stated preference data)

27, 43
不完備情報 (incomplete information)

179, 213
不完備情報ゲーム (incomplete information

game) 214
複数均衡 (multiple equilibria) 180–182,

185, 197, 210
部分識別 (partial identification) 22,

210, 211
プロビット・モデル (probit model) 19
平均効用 (mean utility) 59
ベルトラン競争 (Bertrand competition)

105
ベルマン方程式 (Bellman equation) 133
方策関数 (policy function) 133
補償変分 (compensating variation) 114

　
■ ま　行

マルコフ過程 (Markov process) 129
マルコフ完全均衡 (Markov-perfect

equilibrium) 241
マルコフ性 (Markov property) 129, 237
マルコフ戦略 (Markov strategy) 237,

238
無関係な選択肢からの独立性 (independence

of irrelevant alternatives: IIA) 75
モーメント不等式 (moment inequality)

210, 211, 263
モンテカルロ・シミュレーション (Monte
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Carlo simulation) 35
モンテカルロ積分 (Monte Carlo integration)

39, 90

　
■ や　行

誘因両立的 (incentive compatible) 44
有限依存性 (finite dependence) 158, 159
4P (Product, Price, Place, Promotion)

177

　
■ ら　行

ラーナーの公式 (Lerner’s formula) 98
ランダム係数ロジット・モデル

(random-coefficients logit model) 34,
35, 61, 81, 82

　——の推定アルゴリズム 86

　——におけるマーケット・シェア 85
ランダム効用モデル (random utility model)

54
離散化 (discretization) 129
離散選択モデル (discrete choice model)

15, 54
離散選択問題 (discrete choice problem)

15, 16, 53
リセット行動 (reset action) 158
立地競争 (location choice) 177
ログ・サム公式 (log-sum formula) 47
ロケーション基準化 (location normalization)

24, 29, 198
ロケーション・パラメター (location

parameter) 45
ロジット・モデル (logit model) 19, 46,
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